
法曹養成制度改革推進会議の開催について

平成25年９月17日

閣 議 決 定

１ 「法曹養成制度改革の推進について （平成25年７月16日法曹養成制度」

関係閣僚会議決定）を踏まえ、法曹養成制度の改革を総合的かつ強力に実

行するため、法曹養成制度改革推進会議（以下「推進会議」という ）を。

開催する。

２ 推進会議の構成員は、次のとおりとする。

議 長 内閣官房長官

副議長 法務大臣及び文部科学大臣

議 員 総務大臣、財務大臣及び経済産業大臣

３ 法曹養成制度改革の推進のために講ぜられる施策に係る重要事項につい

て検討し、意見を求めるため、推進会議の下に、法曹養成制度改革顧問会

議（以下「顧問会議」という ）を開催する。。

４ 推進会議の庶務は、法務省、文部科学省等関係行政機関の協力を得て、

内閣官房において処理する。

５ この閣議決定は、平成27年７月15日限り、その効力を失う。

６ 前各項に定めるもののほか、推進会議及び顧問会議の運営に関する事項

その他必要な事項は、議長が定める。
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法曹養成制度改革顧問会議について

平成25年９月17日

法曹養成制度改革推進会議議長決定

「法曹養成制度改革推進会議の開催について （平成25年９月17日閣議決」

定）第３項及び第６項に基づき、法曹養成制度改革顧問会議（以下「顧問会

議」という ）の運営に関して以下のように定める。。

１ 顧問会議の構成員は、次のとおりとする。

顧問（座長） 納 谷 廣 美 大学基準協会会長・前明治大

学学長

顧問 阿 部 泰 久 一般社団法人日本経済団体連

合会経済基盤本部長

有 田 知 德 弁護士・元福岡高等検察庁検

事長

宮 﨑 誠 弁護士・元日本弁護士会連合

会会長

山 根 香 織 主婦連合会会長

吉 戒 修 一 弁護士・前東京高等裁判所長

官

２ 顧問会議の庶務は、内閣官房において処理する。
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報
告

法 曹 養 成 制 度 の 検 討 体 制

法曹養成制度改革推進会議

法曹養成制度改革推進室

推進室長（内閣審議官）
法務省からの出向

推進室スタッフ

～法務省（最高裁からの出向者を
含む。）・文科省・日弁連からの出
向者で構成

内閣官房

議 長 ： 内閣官房長官

副議長 ： 法務大臣，文部科学大臣

議 員 ： 総務大臣，財務大臣，経済産業大臣

※ 法務省に執務室を設置

○推進室から検討状況の報告を受け，

意見交換を行いながら，審議し，推進

室長に意見を述べる。
＜構成員＞ ６名

・ 法曹三者
・ 学者
・ 経済界・消費者団体関係者

法曹養成制度改革顧問会議

○分野別に設けた分科会の議論を
フォローアップ。

○意見交換等を通じて問題意識を共

有した上で，分科会に対して助言等。
○推進室に対し，取組状況等につい

法曹有資格者の活動領域の拡大
に関する有識者懇談会

企画立案の意見

内閣官房長官
内閣官房副長官

内閣官房副長官補（内政）

分野別の分科会

法務省

顧問会議の議論及びその助

内閣官房の下で，関係省庁
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平成25年12月9日現在

議　　　　題

平成25年 9月24日(火)
10:00～12:00

10月10日(木)
15:00～17:00

11月12日(火)
 9:45～12:30

12月9日(月)
10:00～12:00

12月17日(火)
14:00～16:00

法曹養成制度改革顧問会議　検討予定（案）

開催日時

第１回

○　法曹養成制度全般をめぐる経緯と現状について
○　平成２５年司法試験結果について（報告）
○　会議の進め方について
○　司法修習について（報告）

第２回
○　司法試験について①
○　司法修習について①

第６回
以降 未　　　　　　　　　　定

第３回

○　司法試験について②
○　法科大学院について①
○　司法修習について②
○　法曹有資格者の活動領域について①
○　法曹人口について①

第４回
○　法科大学院について②
○　司法修習について③
○　法曹人口について②

第５回
○　法曹有資格者の活動領域について②
○　法曹養成制度全般について
○　今後の予定について
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担当 事項 期限

第2
法務省/
閣僚会議

法曹養成課
程における経
済的支援

第4
１ （最高裁）

文科省

（中教審の審議を速やかに開始）
中教審の審議を踏まえ、公的支援の見直し
強化策など、入学定員の削減方策を検討・結
論

実施

閣僚会議
文科省の結論を踏まえ、裁判官及び検察官
等の教員派遣見直し方策を検討・結論

法務省/
（最高裁）

実施/
（実施を期待）

閣僚会議

⑵ 文科省
法曹養成のための充実した教育ができる法
科大学院について行う必要な支援を検討・結
論

実施

文科省

（5年以内に試行開始目標）

⑷ 文科省

第4
3
⑴

法務省

⑵ 閣僚会議

⑶ 閣僚会議

⑷
（法務省司法
試験委員会）

（最高裁）

閣僚会議

あるべき法曹人口について提言をするべくその都度検討するため法曹
人口についての必要な調査を行い、その結果を公表

予備試験の在り方を検討し、結論を得る。

上記最高裁の検討状況等を踏まえつつ、司法修習の更なる充実に向け
た司法修習の在り方について検討

閣僚会議

司法試験の具体的な方式・内容、合格基準・合格者決定の在り方につ
いて、検討体制を整備することを期待

可能な限り、第67期司法修習生から、移転料の支給、集合修習期間中
の入寮、兼業許可の運用緩和の実施を期待

文科省等による施策の進展状況等を見つつ、法的措置の具体的な制度
の在り方について検討・結論

第4
4

第4
2
⑴

⑶

司法修習

法科大学院

司法試験

司法修習生に対する導入的教育や、選択型実務修習を含め司法修習
内容の更なる充実に向けた検討を行うことを期待

文科省の検討を踏まえて、｢共通到達度確認試験（仮称）｣について、そ
の結果に応じて司法試験の短答式試験を免除することを想定して、制度
設計・実施の検討

受験回数制限の緩和（5年以内5回まで）及び短答式試験科目限定（憲
法・民法・刑法）について、司法試験法の改正案の立案作業、国会提出

論文式の試験科目の削減について検討し、結論を得る。

（中教審の審議を速やかに開始）
中教審の審議を踏まえ、「共通到達度確認試験（仮称）」の導入につい
て、基本設計・実施を検討

文科省：その後実施準備➔

法学未修者が基本的な法律科目をより重点的に学ぶことを可能とする
ための仕組みの導入の検討・実施準備

法曹養成制度改革の推進について〈概要〉 平成25年7月16日

項目

第3
今後の法曹人口の
在り方

閣僚会議の下に各分野の有識者等で構成される有識者会議を設け、更
なる活動領域の拡大を図る。

閣僚会議

法曹有資格者の活
動領域の在り方

法
曹
養
成
制
度
の
在
り
方

[実施] 2年以内

2年以内

速やかに

[結論] 1年以内

[実施] 2年以内

[結論] 1年以内

2年以内

[結論] 1年以内

[実施] 2年以内

2年以内

2年以内

1年以内

1年以内

2年以内

2年以内

2年以内

2年以内

2年以内

5


